
別添１（第２の３の（２）のイ関係） 

 

 

 

○○年産（うんしゅうみかん又はりんご）業務実施規程（業務実施方針） 

 

 

  年  月  日  

 

 

 ○○年産うんしゅうみかん生産出荷安定指針（ 年 月 日公表）（○○年

産りんご生産出荷指導事項）に示された目標の円滑な達成に資するため、実施

要綱別紙２のⅠの第２の○の事業の実施に関し、以下のとおり業務実施規程（又

は業務実施方針）を定める。 

 

 

１ 対象果実 

   （うんしゅうみかん又はりんご） 

    

２ 実施時期 

      ○○年○月○日から○○年○月○日まで 

 

３ 実施方法 

（１）事業の内容 

（２）事業実施者 

（３）補助対象経費 

（４）補助条件 

 

 

４ 経費 

 

 

５ その他 

 



別添２（第２の５の（３）のイ関係） 

 

年 月 日  

 

  農林水産省生産局長  殿 

 

 

                      住    所  

                      応募団体名称 

                      代表者氏名           印 

 

 

○年度○○○事業及び○○○事業実施計画書 

 

 ○年度○○○事業及び○○○事業を実施したいので、関係書類を添えて計画書を提出す

る。 

 

（注）関係書類の別記様式１、２を添付すること。 

   様式２については、以下の事業ごとに作成 

① ○○○事業 

② ○○○事業 

③ ○○○事業 

④ ○○○事業 

⑤ ○○○事業 

⑥ ○○○事業 



 
事業実施計画書 

 
 事業名：                 
 
 
１ 事業の概要 
 
（１）事業目的及び趣旨 
 
 
 
 
（２）事業内容 
 
 
 
 
（３）事業の成果目標と根拠 
  ①成果目標 
   ・ 
   ・ 
   ・ 
 
  ②目標の根拠（①を目標とする理由及び目標数値の設定根拠を記入） 
 
   ・ 
   ・ 
   ・ 
 
（４）事業実施体制及び事業実施者等との協力体制 
 
 
 
 

 
 
２ 事業の効果 
 
（１）事業の成果と活用、波及効果 
 
 

 
 
 
 
 
 



３ 事業内容 
 

取組項目 
 

目 的 
 

内 容 
（手法、時期、対象者など） 

活動指標 
（箇所数、回
数、参加者数

など） 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 

 

 
４ 効果測定 

事業成果目標  
効果の測定方法 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

（注）効果の測定方法は、事業目標の達成度を測る具体的な手法を記入すること。 
 
５ 事業効果 

事業成果  
成果の活用、波及効果等 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 （注）想定される事業成果及びその活用、波及効果等について記入すること。 
 
 
６ 事業成果の公表 

方法 公表時期 公表内容 備考 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

（注）公表の方法、時期及び内容を簡潔に記入すること。 



 
 
７ 事業の委託 

委託する事業の
内容及びそれに
要する経費 

 
 
 
 

委託先 
 
 
 
 

委託する理由 
 
 
 
 

（注）委託する理由には、委託することが必要かつ合理的・効果的であることを明確に
記入すること。 

 
 
８ 経費 

取組項目 事業費（千円） うち国費（千円） 備考 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
合     計 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（注）３「事業内容」に記入した取組項目ごとに記入すること。 
 
 
 
９ 事業の構図等 
 
    提案事業全体の流れが分かる構図等をＡ４サイズ２枚以内に整理して添付すること 
 
（注）提案事業の戦略（方向性）、戦術（方法・施策）、目標数値及び連携団体等の役割

など、それぞれの関係性や流れを分かりやすく図示したものとすること。 
 
 



別添３－１（第２の５の（３）のイ関係）　

　○年度事業　果樹経営支援対策事業・果樹未収益期間支援事業　交付決定額一覧
※本表は、事業実施主体が○年度事業において交付決定した額等を記入すること。

改　植 高　接 園内道整備 傾斜の緩和 ○○○ ○○○

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

○○県

××県

△△県

計

整　　　　　備　　　　　事　　　　　業

優良品種・品目への転換 　 　 　

 果　　樹　　経　　営　　支　　援　　対　　策　　事　　

道府県名 廃　園
小規模園地整備

用水・かん水施設
土壌土層改良 排水路の整備



○○○ ○○○ ○○○

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

件数
補助金額

（円）
件数

補助金額
（円）

件数
補助金額

（円）
件数

補助金額
（円）

件数
補助金額

（円）
件数

補助金額
（円）

件数
補助金額

（円）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡)

補助金額
（円）

　　　　　 　　　　　 　　　　　 推　　　進　　　事　　　業
合計

新技術等の導入支援 販路開拓の推進強化 輸出用果実の生産
・流通体系の実証

特　認　事　業

 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　業

果樹未収益期間支援事業
推進事業小計整備事業小計 労働力調整システム

の構築
担い手支援情報
システムの構築

大苗育苗ほの設置



別添３－２（第２の５の（３）のイ関係）　

　〇年度事業　果樹経営支援対策事業・果樹未収益期間支援事業　支出額額一覧

※本表は、事業実施主体が○年度事業において交付決定したもののうち、年度末現在において支出した額等を記入すること。

改　植 高　接 園内道整備 傾斜の緩和 ○○○ ○○○

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

○○県

××県

△△県

計

排水路の整備
用水・かん水施設

　 　 　道府県名

整　　　　　備　　　　　事　　　　　業

優良品種・品目への転換
廃　園

小規模園地整備

 果　　樹　　経　　営　　支　　援　　対　　策　　事　　

土壌土層改良



○○○ ○○○ ○○○

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

件数
補助金額

（円）
件数

補助金額
（円）

件数
補助金額

（円）
件数

補助金額
（円）

件数
補助金額

（円）
件数

補助金額
（円）

件数
補助金額

（円）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡)

補助金額
（円）

担い手支援情報
システムの構築

大苗育苗ほの設置
特　認　事　業

整備事業小計 労働力調整システム
の構築

果樹未収益期間支援事業
　　　　　 　　　　　 　　　　　 推　　　進　　　事　　　業

 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　業

合計
新技術等の導入支援 販路開拓の推進強化 輸出用果実の生産

・流通体系の実証
推進事業小計



別添３－３（第２の５の（３）のイ関係）　

　○年度事業　果樹経営支援対策事業・果樹未収益期間支援事業　未支出額一覧

※本表は、様式３－１の内容（交付決定額等）から様式３－２の内容（支出額等）を除したものとする。

改　植 高　接 園内道整備 傾斜の緩和 ○○○ ○○○

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

○○県

××県

△△県

計

道府県名

 果　　樹　　経　　営　　支　　援　　対　　策　　事　　

土壌土層改良 排水路の整備

小規模園地整備
用水・かん水施設

　 　 　
整　　　　　備　　　　　事　　　　　業

優良品種・品目への転換
廃　園



○○○ ○○○ ○○○

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

園地数 面積(㎡）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡）

補助金額
（円）

件数
補助金額

（円）
件数

補助金額
（円）

件数
補助金額

（円）
件数

補助金額
（円）

件数
補助金額

（円）
件数

補助金額
（円）

件数
補助金額

（円）
補助金額

（円）
園地数 面積(㎡)

補助金額
（円）

 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　業

特　認　事　業
大苗育苗ほの設置 新技術等の導入支援 販路開拓の推進強化 輸出用果実の生産

・流通体系の実証
推進事業小計

果樹未収益期間支援事業
　　　　　 　　　　　 　　　　　 推　　　進　　　事　　　業

合計
整備事業小計 労働力調整システム

の構築
担い手支援情報
システムの構築



別添４（第２の６の（２）関係） 

 

                ○○都道府県果実生産出荷安定協議会設置運営規程例 

 

（名   称） 

第１条 本会は、○○都道府県果実生産出荷安定協議会（以下「本会」という。）

と称する。 

 

（事 務 所） 

第２条 本会は、主たる事務所を○○に置く。 

 注）住所を書く。 

 

（目   的） 

第３条 本会は、（うんしゅうみかん、りんご、○○）の生産出荷の安定に関す

る事項を協議し、需要の動向に即した安定的な生産及び出荷の推進並びに消

費拡大・輸出振興を図ることを目的とする。 

 

（事   業） 

第４条 本会は、前条の目的を達成するために以下の事業を行う。 

なお、実施要綱別紙２のⅠの第１の規定により適正生産出荷見通し等が

定められている場合にあっては、その趣旨が活かされるよう配慮して事業

を行うものとする。 

（1） 計画生産出荷に関し、次に掲げる事項につき協議を行うための協議会（以

下「協議会」という。）の開催  

ア 出荷時期区分の設定に関する事項 

  イ 改植及び摘果の推進等計画生産に関する事項 

   ウ 生果及び加工原料用果実の計画出荷に関する事項 

    エ  緊急需給調整特別対策事業の実施方針及び発動に関する事項 

   オ  果樹産地構造改革計画に関する事項 

   カ  その他果実の生産出荷の安定に関する事項 

 (2) 計画生産出荷に関する資料の作成 

 (3) 果樹産地構造改革計画の策定等に関する事業 

(4) その他本会の目的を達成するために必要な事業 

 

（構   成） 

第５条 本会は、以下の団体の代表者により構成する。 



(1) ○○都道府県農業協同組合中央会 

 (2) ○○農業協同組合連合会（全国農業協同組合連合会の県本部を含む。） 

 (3) ○○農業協同組合 

 (4) ○○事業協同組合（商系出荷事業者、加工事業者又は販売事業者の団体） 

 (5) その他都道府県知事が適当と認める団体 

 

（入   会） 

第６条 本会に加入しようとする者は、加入申込書を会長に提出し、協議会の承

認を受けなければならない。 

 

（脱   会） 

第７条 会員は、次の各号に掲げる事由により脱退する。 

(1) 解散 

(2) 会員たる資格の喪失 

(3) 会員の破産 

２ 会員は、前項の規定による場合のほか、退会しようとする日の 30日前まで

に書面をもって会長に申し出ることにより退会することができる。 

 

（会   費） 

第８条 会員は、会費を納入しなければならない。 

２ 会費の額及び徴収方法は、協議会で定める。 

３ 既納の会費は、返還しない。 

 

（役   員） 

第９条 本会に会長１人、副会長○人及び監事○人を置く。 

２ 会長、副会長及び監事は会員の互選により選出する。 

３ 会長、副会長及び監事は、相互に兼ねることはできない。 

 

（役員の任務） 

第 10条 会長は本会を代表し、会務を総理する。 

２ 副会長は会長を補佐して本会の業務を掌理し、あらかじめ会長が指名する

順序により、会長に事故あるときはその職務を代理し、会長が欠けたときはそ

の職務を行う。 

３ 監事は、少なくとも毎年度１回、本会の財務及び業務執行の状況を監査しな

ければならない。 

 



（任   期） 

第 11条 会長、副会長及び監事の任期は、○年とする。ただし、再任を妨げな

い。 

２ 補欠により就任する会長、副会長及び監事の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

３ 会長、副会長及び監事は、その任期が満了した場合においても、後任者が就

任するまでは、引続きその職務を行わなければならない。 

４ 協議会は、会長、副会長及び監事に本会の目的に著しく反する行為があった

場合には、任期中であっても、議決により、これを解任することができる。 

 

（会長、副会長及び監事の報酬） 

第 12条 会長、副会長及び監事は、無報酬とする。 

 

（協議会の招集） 

第 13条 協議会は、年度当初及び摘果期、出荷期等○○○の計画的な生産出荷

を図るために必要な時期又は都道府県知事から開催を指示された場合に開催

する。（注） 

２ 会長は協議会を招集し、その議長となる。 

３ 会長は、協議会を招集するときは、協議会の目的たる事項、日時及び場所を

記載した書面をもって、少なくとも開催日の５日前までに到着するよう全員

に通知するものとする。ただし、緊急を要する場合はこの限りでない。 

  （注）「○○○」には第４条第１項の果実名を記載すること。 

 

（協議会の付議事項） 

第 14条 協議会においては、この規定に別段の定めのあるもののほか次の事項

を審議し、議決するものとする。  

(1) 事業計画及び収支予算の決定 

(2) 事業報告及び収支決算の承認 

(3) その他協議会において必要と認めた事項 

 

（運   営） 

第 15条 協議会は、会員の２分の１以上が出席しなければ開催できない。 

２ 協議会の議事は、あらかじめ通知した議題について、この規程に別段の定め

のあるもののほか、出席会員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

３ 協議会で出席会員の４分の３以上の同意があったときは、前項の規定にか



かわらず、あらかじめ通知した議題以外の議題について審議し、議決すること

ができる。 

４ 協議会における会員の議決権は、各自１票とする。 

 

（議 事 録） 

第 16条 協議会の議事については、議事録を作成し、議長及び議長の指名する

出席会員２人以上が署名押印する。 

 

（職   員） 

第 17条 本会の事務を処理するため、職員を置く。 

 ２ 職員は、会長が任免する。 

 

（事業年度）  

第 18条 本会の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月 31日までとする。 

 

（資   産） 

第 19条 本会の資産は、次に掲げるものをもって構成する。 

 (1) 補 助 金 

 (2) 会   費 

 (3) 負 担 金 

 (4) 寄 付 金 

 (5) 資産から生ずる収入 

 (6) その他の収入 

 

（経費の支弁） 

第 20条 本会の事業及び運営に要する経費は、資産をもって支弁する。 

 

（資産の管理） 

第 21条 本会の資産は、協議会の定める方法に従い、会長が管理する。 

 

（事業計画及び予算） 

第 22条 本会の事業計画及び収支予算は、毎事業年度の開始前に会長が作成し、

協議会の承認を得るものとする。 

 

（事業報告及び決算） 

第 23条 事業報告書、収支決算書及び財産目録は、毎事業年度終了後遅滞なく



会員が作成し、監事の監査を受け、かつ、意見書を付して協議会の承認を得る

ものとする。 

 

（剰 余 金） 

第 24条 毎事業年度における剰余金は、これを翌事業年度に繰り越すものとす

る。 

 

（規程の変更） 

第 25条 本会の規程を変更しようとするときは、協議会において出席会員の４

分の３以上の同意を得、かつ、当該都道府県知事と協議するものとする。 

 

（解   散） 

第 26条 本会を解散しようとするときは、協議会において出席会員の４分の３

以上の同意を得なければならない。 

２ 解散したときの残余財産の処分については、協議会において出席会員の４

分の３以上の同意を得、かつ、当該都道府県知事と協議するものとする。 

 

（規   約） 

第 27条 会長は、協議会の承認を得て、本会の業務の運営上必要な規約を設け

ることができる。 

 

  附   則 

 この規程は、○年○月○日から施行する。 



別添５－１（Ⅰの第１の２の（２）関係）
番 号
年 月 日

全国生産出荷目標
指定法人
理事長 殿
都道府県果協
代表者氏名 殿

住 所
全 果 協
代表者氏名 ,

実施要綱別紙２のⅠの第１の２（２）に基づき、別紙のとおり全国生産出荷目標を通知
します。

（別紙）
全国生産出荷目標（うんしゅうみかん又はりんご）

１ 都道府県別の目標

都道府県名 適正生産量 適正出荷量 特別摘果の
（ｔ） （ｔ） 生食用 加工原料用 実施面積

注）２ （ｈａ）
注）１

合 計

注１）特別摘果の実施面積については、該当がある場合に、うんしゅうみかんについてのみ記載すること。
注２）出荷時期区分ごとの生食用適正出荷量については、別表１に記載すること。

２ 都道府県別の適正生産出荷量に調整するための措置
（１）適正生産出荷見通し、樹種の特性、需給事情等を踏まえた生産量及び出荷量の調整に関する基本的な事項

措置 基本的な考え方

（２）特別出荷調整及びその実施に当たっての基本的な考え方

特別出荷調整の方法 基本的な考え方

注）都道府県別の特別出荷調整に係る生食用適正出荷量は、別表２に記載すること。
（３）特別摘果及びその実施に当たっての基本的な考え方

特別摘果の方法 基本的な考え方

注）うんしゅうみかんについてのみ記載すること。

３ その他全国の指定果実の計画的生産出荷の推進に必要な事項



（別添５－１に添付）
別表１

出荷時期区分ごとの生食用適正出荷量

出荷時期区分ごとの生食用適正出荷量(ｔ)
都道府県名 合 計

第１期 第２期 第３期
（ 月～ 月） （ 月～ 月） （ 月～ 月）

合 計

別表２
特別出荷調整における生食用適正出荷量

特別出荷調整における生食用適正出荷量（ｔ）
都道府県名

（ 月 日～ 月 日）

合 計



別添５－２（Ⅰの第１の２の（３）関係）
番 号
年 月 日

○○県生産出荷目標
指定果実出荷事業者
代表者氏名 殿
都道府県法人
理事長 殿

住 所
都道府県果協
代 表 者 氏 名 ,

実施要綱別紙２のⅠの第１の２（３）に基づき、別紙のとおり○○県生産出荷目標を通
知します。

（別紙）
○○県生産出荷目標（うんしゅうみかん又はりんご）

１ 産地別の目標

産地名 適正生産量 適正出荷量 特別摘果の
（ｔ） （ｔ） 実施面積

生食用 加工 うち長期取引契約に係 （ｈａ）
注）２ 原料用 る出荷予定量 注）１

合 計

注１）特別摘果の実施面積については、うんしゅうみかんについて全果協からの配分があった場合に、記載す
ること。

注２）出荷時期区分ごとの生食用適正出荷量については、別表１に記載すること。

２ 産地別の適正生産出荷量に調整するための措置
（１）全国生産出荷目標、当該都道府県の樹種の特性、需給事情等を踏まえた生産量及び出荷量の調整のための

実施方針

措置 時期 面積 実施方針

（２）特別出荷調整及びその実施に当たっての基本的な考え方

特別出荷調整の方法 基本的な考え方

注）産地別の特別出荷調整に係る生食用適正出荷量は、別表２に記載すること。
（３）特別摘果の実施に当たっての基本的な考え方

特別摘果の方法 基本的な考え方

注）うんしゅうみかんについてのみ記載すること。

３ その他都道府県の指定果実の計画的生産出荷の推進に必要な事項



（別添５－２に添付）
別表１

出荷時期区分ごとの生食用適正出荷量

出荷時期区分ごとの生食用適正出荷量(ｔ)
産地名 合 計

第１期 第２期 第３期
（ 月～ 月） （ 月～ 月） （ 月～ 月）

合 計

別表２
特別出荷調整における生食用適正出荷量

特別出荷調整における生食用適正出荷量（ｔ）
産地名

（ 月 日～ 月 日）

合 計



別添５－３（Ⅰの第１の２の（６）関係）
番 号
年 月 日

○○地区生産出荷目標
生産者・生産出荷組織
代表者氏名 殿
都道府県法人
理事長 殿

住 所
指定果実出荷事業者
代 表 者 氏 名 ,

実施要綱別紙２の第１の２（６）に基づき、別紙のとおり○○地区生産出荷目標を通知します。

（別紙）
○○地区生産出荷目標（うんしゅうみかん又はりんご）

１ 生産者・生産出荷組織別の目標

生産者名 適正生産量 適正出荷量 特別摘果に取り
又は （ｋｇ） （ｋｇ） 生食用 加工原料用 組むべき面積

生産出荷組織名 注）２ （ａ）
注）１

合 計

注１）特別摘果に取り組むべき面積については、うんしゅうみかんについて県果協からの配分があった場合に、
記載すること。

注２）出荷時期区分ごとの生食用適正出荷量を定める場合は、別表１に記載すること。

２ 生産者・生産出荷組織別の適正生産出荷量に調整するための措置
（１）都道府県生産出荷目標、当該産地の樹種の特性、需給事情等を踏まえた生産量及び出荷量の調整のための

実施方針

措置 時期 面積 実施方針

（２）特別出荷調整及びその実施に当たっての基本的な考え方

特別出荷調整の方法 基本的な考え方

注）生産者又は生産出荷組織別の特別出荷調整に係る生食用適正出荷量は、別表２に記載すること。
３ その他本地区の指定果実の計画的生産出荷の推進に必要な事項



（別添５－３に添付）
別表１

出荷時期区分ごとの生食用適正出荷量

生産者名 出荷時期区分ごとの生食用適正出荷量(kg)
又は 合 計

生産出荷組織名 第１期 第２期 第３期
（ 月～ 月） （ 月～ 月） （ 月～ 月）

合 計

別表２
特別出荷調整の生食用適正出荷量

生産者名 特別出荷調整の生食用適正出荷量（kg）
又は

生産出荷組織名 （ 月 日～ 月 日）



別添６－１（Ⅰの第１の３の（１）のア関係）（生産出荷組織又は個人用）

生産出荷計画承認申請書

（○○年産うんしゅうみかん又はりんご）

年 月 日

都道府県法人

理事長 殿

指定果実出荷事業者 代表 殿

住 所

氏 名 ,

生産出荷組織名

代 表 者 氏 名 ,

貴協会の業務方法書第 条に基づき、別紙のとおり生産出荷計画を提出します。
注）１ 生産出荷組織の場合、当該組織の規約の写しを添付すること。

２ 栽培管理計画（別紙１）を添付すること。ただし、指定果実出荷事業者は、生産出荷組織に係る構成員ごとの栽

培管理計画のうち、その記載内容に不備がないことが確認されたものについては、指定果実出荷事業者から都道府

県法人への提出に際し、その添付を省略することができる。

３ 栽培管理計画のうち、特別摘果以外の計画について、県、農協等の指導指針をもって代える場合には、当該指針

を指定果実出荷事業者において保管し、必要に応じ提出できるようにしておくこと。

（ 別 紙 ）

生 産 出 荷 計 画 （ う ん し ゅ う み か ん 又 は り ん ご ）

１ 生 産 出 荷 目 標 注 ） １ (kg ､ a)

特 別 摘 果
適 正 生 産 量 適 正 出 荷 量 生 食 用 加 工 原 料 用 に 取 り 組 む

注 ） ３ べ き 面 積
うち特別出荷調 注 ） ２
整分( 月 日～
月 日)

注 ） １ 生 産 出 荷 組 織 で 作 成 す る 場 合 に は 、 適 正 生 産 量 等 は 、 産 地 生 産 出 荷 目 標 に 記 さ れ た 生

産 者 ご と の 数 量 等 を 組 織 構 成 員 に つ い て 合 計 し た 数 量 等 を 記 入 す る こ と （ た だ し 、 生 産

出 荷 組 織 の 代 表 者 に 対 し て 一 括 し て 通 知 さ れ て い る 場 合 に は 、 当 該 目 標 の 数 量 等 を 記 入

す る こ と ）。

注 ） ２ う ん し ゅ う み か ん に つ い て 該 当 が あ る 場 合 の み 記 載 す る こ と 。

注 ） ３ 出 荷 時 期 区 分 ご と の 生 食 用 適 正 出 荷 量 が 定 め ら れ て い る 場 合 の み 、 別 表 １ に よ り 出 荷

時 期 区 分 ご と の 生 食 用 適 正 出 荷 量 を 記 載 す る こ と 。

２ 生 産 出 荷 の 予 定 (kg)

出 荷 ル ー ト 別 の 予 定 出 荷 量 注 ） ５

予 定 出 荷 予 定 生 食 用
生 産 量 ル ー ト 出 荷 量 加 工

注 ） ６ うち特別出 原 料 用

荷調整分

合 計

注 ） ５ 出 荷 ル ー ト 別 の 予 定 出 荷 量 は 、 出 荷 ル ー ト 別 の 内 訳 を 記 載 す る こ と 。

注 ） ６ 出 荷 時 期 区 分 ご と の 生 食 用 適 正 出 荷 量 が 定 め ら れ て い る 場 合 の み 、 別 表 １ に よ り 出 荷

時 期 区 分 ご と の 生 食 用 適 正 出 荷 量 を 記 載 す る こ と



３ 予 定 生 産 出 荷 量 に 調 整 す る た め の 措 置

（ １ ） 産 地 生 産 出 荷 目 標 を 踏 ま え た 生 産 量 及 び 出 荷 量 の 調 整 の 実 施 計 画 （ ａ ）

措 置 の 内 容 実 施 時 期 実 施 面 積

（ ２ ） 特 別 摘 果 の 実 施 計 画 （ 実 績 ） 注 ） ８ （ ａ ）

特 別 摘 果 の 方 法 特 別 摘 果 実 施 面 積 注 ） ９

改 植

高 接

園 地 別 全 摘 果

樹 別 全 摘 果

半 樹 別 全 摘 果

間 伐

大 枝 切 り

合 計

注 ） ８ う ん し ゅ う み か ん に つ い て 該 当 が あ る 場 合 の み 記 載 す る こ と 。

注 ） ９ 特 別 摘 果 実 施 面 積 は 、 栽 培 管 理 計 画 （ 別 紙 １ ） の 特 別 摘 果 の 実 施 計 画 の 欄 又 は 特 別 摘

果 の 実 績 の 欄 に お い て 算 出 し た 特 別 摘 果 実 施 面 積 を 記 載 す る 。

４ そ の 他 指 定 果 実 の 計 画 的 生 産 出 荷 の 推 進 に 必 要 な 事 項



（ 参 考 ） 注 ） 10 （ ａ ）

対 象 果 樹 の 面 積

栽 培 面 積 う ち 結 果 樹 面 積

注 ） 10 個 人 の 場 合 の み 記 載 す る こ と 。

こ の 計 画 を 承 認 し ま す 。 年 月 日

都 道 府 県 法 人 名

理 事 長 ,



（別添６－１に添付）

別表１

（ｋｇ）

計

生食用予定出荷量

第　２　期
（　　月～　　月）

出荷
ルート

生食用予
定出荷量

出　　荷　　時　　期　　区　　分

生食用適正出荷量生食用適正出荷量

うち特別出
荷調整分

合　　計

生食用予
定出荷量

生食用予
定出荷量

出荷時期区分ごとの生食用適正出荷量及び出荷量

第　３　期
（　　月～　　月）

生食用適正出荷量

第　１　期
（　　月～　　月）

生食用適正出荷量



（別添６－１に添付）※全果協で特別摘果の実施面積配分が無かった場合

別紙 1（うんしゅうみかん）

栽培管理計画（作業記録簿）
生産者
住所

○ほ場の一覧
番号 所在地 面積 植栽本数

月日 所属 氏名 印

(a) (本/園地）

① ②

最終確認日　平成　　年　　月　　日

所属

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

○摘果等による生産量の調整

計画 実施 計画 実施 計画 実施

注）１　項目は必要に応じ追加・修正すること。
　　２　計画については、県、農協等の指導指針をもって代えることができる。

収穫

仕上げ摘果

粗摘果

樹上選果

剪定

項目

確認欄

実施時期

極早生 早生 普通

注）　ほ場の一覧については、農協等で別途台帳（確認作業・記録が行えるもの）が整備されている場合は省略す
ることができる。

※　最終確認の場合、　下欄に
確認月日、署名押印。



（別添６－１に添付）※全果協で特別摘果の実施面積配分があった場合

別紙 1（うんしゅうみかん）

生産者
住所

○ほ場の一覧及び特別摘果による生産量の調整
番号 所在地 面積 植栽本数

方法 時期 実施本数 実施園地面積 換算係数 特別摘果
実施面積

（換算面積）

方法 時期 実施本数 実施園地面積 換算係数 特別摘果
実施面積

（換算面積）

月日 所属 氏名 印

(a) (本/園地） （本） (a） 改植・高接：１
園地別全摘果：１
樹別全摘果：１
半樹別全摘果：1/4
間伐・大枝切り：1/3

(a) （本） (a） 改植・高接：１
園地別全摘果：１
樹別全摘果：１
半樹別全摘果：1/4
間伐・大枝切り：1/3

(a)

① ② ③
④＝①×③/②

(間伐・大枝切りは④＝①） ⑤ ⑥＝④×⑤ ③'
④'＝①×③'/②
(間伐・大枝切りは④'＝①） ⑤' ⑥'＝④'×⑤'

最終確認日　平成　　年　　月　　日

所属

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

注）　特別摘果を実施しないほ場の一覧については、農協等で別途台帳（確認作業・記録が行えるもの）が整備されている場合は省略することができる。

（特別摘果実施面積手法別集計表） （単位：ａ） ○特別摘果以外の方法による生産量の調整
項目

剪定

粗摘果

仕上げ摘果

樹上選果

収穫

注）　換算面積を記入すること。 注）１　特別摘果以外の方法による生産量の調整時期について記載すること。
　　２　特別摘果以外の方法による生産量の調整の計画については、県、農協等の指導指針をもって代えることができる。

改 植 ・ 高 接 極早生 早生 普通

栽培管理計画（作業記録簿）

特別摘果の実施計画 特別摘果の実績 確認欄

※　一回目の確認については
　月日欄に確認月日のみ記入。

※　最終確認の場合のみ、
　下欄に確認月日、署名押印。

実施 計画 実施 計画

計画 実績 実施時期

実施

樹 別 全 摘 果

園 地 別 全 摘 果 計画

半 樹 別 全 摘 果

間 伐 ・ 大 枝 切 り

合　　計

特別摘果に
実際に取り

特別摘果に

実際に取り



（別添６－１に添付）
別紙１（りんご）

栽培管理計画（作業記録簿）

生産者
住 所

○ほ場の一覧

番号 所在地 面積 品種 確認欄

（ａ） 月日

※ 最終確認の場合、下欄
に確認月日、署名押印。

最終確認日平成 年 月 日

所属

合計 氏名 印

注）一団にまとまっているほ場は筆数が複数でも１カ所として記載すること。
なお、上記のほ場の一覧については、農協等で別途台帳（確認作業・記録が行えるもの）が整備されて

いる場合は省略することができる。

○摘果等による生産量の調整

実施時期

項目 早生 中生 晩生

計画 実施 計画 実施 計画 実施

せん定

粗摘果

仕上げ摘果

樹上選果

収穫

注）１ 項目は必要に応じ追加・修正すること。
２ 摘果等の実施計画は、葉数・果数比、頂芽当たり着果数、枝当たりの着果数等適正着果量の水準を
記載すること。
３ 計画については、県、農協等の指導指針をもって代えることができる。



別添６－２（Ⅰの第１の３の（１）のウ及び（３）のイ関係）

都道府県法人
理事長　　　　　　　　　　殿

住　             　　　所
指定果実出荷事業者
代　 表 　者 　氏 　名

（別紙）

うち
特別出荷
調整分

うち
特別出荷
調整分

（ 生 産 出 荷 組 織 名 ）

小　　計

（ 生 産 者 名 ）

小　　計

合　　計 　　　　人

（うち組織数）

注）１　※１については、うんしゅうみかんについて該当がある場合のみ記載すること。

　   ２　※２については、出荷時期区分ごとの生食用適正出荷量が定められている場合のみ、出荷時期区分ごとの生食用出荷計画（出荷実績）を別表に記載すること。

氏名・組織名
組織の
場合の
構成員

数

生産出荷の予定（実績）（㎏）

生産出荷計画（実績）総括表（○○年産うんしゅうみかん又はりんご）

　貴協会の業務方法書第　　条に基づき、別紙のとおり生産出荷計画（実績）総括表を提出します。

番 　　　号
年　月　日

生産者・生産出荷組織 生産出荷目標（㎏）

生産出荷計画（実績）総括表（うんしゅうみかん又はりんご）

加工原料用

特別摘果
の実施面積

（ａ）
※１

適正生産量
予定生産量
（生産実績）

特別摘果
に取り組む
べき面積

（ａ）
※１

生食用適正出荷量
予定出荷量
（出荷実績）

生食用
※２

加　工
原料用

印



（別添６－２に添付）

別表
出　荷　時　期　区　分　ご　と　の　生　食　用　出　荷　計　画　（　実　績　）

出　荷　時　期　区　分
第１期 第２期 第３期 合計

（　　月～　　月） （　　月～　　月） （　　月～　　月）

生食用予定出荷量（実
績）

生食用予定出荷量（実
績）

生食用予定出荷量（実
績）

生食用予定出荷量（実績）

氏名・組織名

（ 生 産 出 荷 組 織 名 ）

小　　計

（ 生 産 者 名 ）

小　　計

合　　計

うち
  特別出荷調整
  分

生産者・生産出荷組織

生食用適正出荷量 生食用適正出荷量 生食用適正出荷量生食用適正出荷量



別添６－３（Ⅰの第１の３の（３）関係） （個人で計画承認を受けた生産者及び生産出荷組織用）

生産出荷実績報告書
（○○年産うんしゅうみかん又はりんご）

年 月 日
都道府県法人
理事長 殿
指定果実出荷事業者 代表 殿

住 所
氏 名 ,
生産出荷組織名
代 表 者 氏 名 ,

貴協会の業務方法書第 条に基づき、別紙のとおり生産出荷実績報告書を提出します。
注）１ 作業記録簿（別紙１）（栽培管理計画を兼用）を添付すること。ただし、指定果実出荷事業者は、生産出荷組織

に係る構成員ごとの作業記録簿のうち、その記載内容に不備がないことが確認されたものについては、指定果実出

荷事業者から都道府県法人への提出に際し、その添付を省略することができる。

２ 都道府県法人は必要に応じ出荷販売台帳（別紙２）を添付させる。

（別紙）

生産出荷実績報告書（うんしゅうみかん又はりんご）

別添６－１に準じる。



（別添６－３に添付）
別表１

出荷時期区分ごとの生食用適正出荷量及び出荷実績
（kg）

出荷時期区分
出荷 合 計
ルート 第１期 第２期 第３期

（ 月～ 月） （ 月～ 月） （ 月～ 月）

生食用適正出荷量 生食用適正出荷量 生食用適正出荷量 生食用適正出荷量

生食用出荷実績 生食用出荷実績 生食用出荷実績 生食用出荷実績

うち
特別出
荷調整分

計



（別添６－３に添付）

別紙１（うんしゅうみかん及びりんご）

※ 別添６－１の別紙１による（実績等を記載すること）



（別添６－３に添付）

別紙２

出荷・販売台帳

生産者

住 所

出荷販売日 出荷販売先 規格 数量

合 計

注）１ 選果場、出荷事業者等から出荷実績が提供されることとなっている場合は、そ

れをコピーして添付することとし、本台帳にはそれ以外の出荷販売実績について

記入する。

２ 出荷販売日は、市場出荷の場合は仕切書の売立月日、その他の取引の場合は引

渡日とする。

３ 規格は、生食用・加工原料用別、等階級別に記入する。



別添７－１（Ⅰの第２の１の（３）のア及びウ関係）

果実計画生産推進基本計画承認（変更承認）申請書
番 号
年 月 日

公益財団法人 中央果実協会
理事長 殿

住 所
都道府県法人
理 事 長 ,

貴協会の業務方法書 条に基づき、別紙のとおり果実計画生産推進基本計画の承認（変更承認）
を申請します。

（別紙）
果実計画生産推進基本計画

１ 事業量及び事業費
（うんしゅうみかんの場合）

事 業 項 目

計画的生産出荷の １ 計画的生産出荷の指導実施面積 ha
指導に関する事項

２ 事業費
（ア）生産出荷目標作成 円
（イ）生産出荷計画実施状況確認 円
（ウ）産地指導 円
（エ）計 円

計画的生産の実施 １ 計画的生産の実施面積
に関する事項 （ア）計画摘果推進分 ha

（イ）園地別・樹別全摘果実施分 ha
（ウ）間伐実施分 ha
（エ）大枝切り実施分 ha
（オ）半樹別全摘果実施分 ha
（カ）計（（イ）～（オ）の計） ha

２ 事業費
（ア）計画摘果推進分 円
（イ）園地別・樹別全摘果実施分 円
（ウ）間伐実施分 円
（エ）大枝切り実施分 円
（オ）半樹別全摘果実施分 円
（カ）計 円

事 業 費 計 円



（りんごの場合）

事 業 項 目

計画的生産出荷の １ 計画的生産出荷の指導実施面積 ha
指導に関する事項

２ 事業費
（ア）生産出荷目標作成 円
（イ）生産出荷計画実施状況確認 円
（ウ）産地指導 円
（エ）計 円

計画的生産の実施 １ 計画的生産の実施面積 ha
に関する事項 （ア）計画摘果推進分 ha

（イ）摘果実施分 ha

２ 事業費
（ア）計画摘果推進分 円
（イ）摘果実施分 円

事 業 費 計 円

２ その他この事業の実施に関し必要な事項

３ 計画変更の理由（変更承認申請書の場合のみ記載すること。）

注）
１ 事業及び項目については、業務実施規定及び業務実施方針の内容に即して記入すること。
２ 変更承認申請書の場合にあっては、変更前と変更後の内容を容易に比較できるように変更
部分を２段書きにし、変更前に括弧書きで上段に記載すること（ただし、事業の内容のうち
の当該変更の対象外となる事項については省略可）。



別添７－２（Ⅰの第２の１の（４）のイ関係）

果実計画生産推進資金造成補助金交付申請書
番 号
年 月 日

公益財団法人 中央果実協会
理事長 殿

住 所
都道府県法人
理 事 長 ,

年 月 日付け 第 号により承認された果実計画生産推進基本計画に即し、果実
計画生産推進資金を造成したいので、関係書類を添えて下記のとおり補助金の交付を申請します。

記

１ 補助金交付申請額 円
既交付額 円 注）２回目以降の交付
計 円 申請時に記入する。

２ 果実計画生産推進資金造成計画

対 象 負 担 金 道 府 県 指定法人 計 摘 要
果 実 名 補 助 金 補 助 金

円 円 円 円
うんしゅうみかん
り ん ご

計

注）１ 負担金及び道府県補助金については、金融機関の残高証明書を添付すること。
２ 別表「果実計画生産推進資金造成状況内訳書」を添付すること。

（別表）
交 付 準 備 金 造 成 状 況 内 訳 書

負 担 金 道府県補助金 指定法人補助金 計 摘 要

造 成 総 額 ① 円 円 円 円

負 拠出された 年度分 負担金減額承認年月日 年 月 日
担 負担金等
金 (元金) 年度分 負担金減額承認額 円
の
減 年度分
額
額 小 計
又
は 交付準備金 年度分 （交付準備金の繰入れ年月日）（金額）
補 となった運
助 用益相当額 年度分 年 月 日 円
金 等
調 年度分 年 月 日 円
整
額 小 計

計 ②

差引実造成又は実交付額
③＝①－②

注）１ 造成総額は交付申請書（実績報告に当たっては実績報告書）に記載された額を記入すること。
２ 負担金の減額額又は補助金調整額欄の記入は次によること。
（１）「負担金」欄は、当協会の承認により負担金の減額が行われた場合にその承認額を記入する。
（２）「道府県補助金」欄は、道府県協会への年度補助金交付に当たり、年度府県補助金相当額に残額があり、その
残額を調整して交付された場合に当該調整額を記入する。

（３）「指定法人補助金」欄は、 年度当協会補助金相当額に残額がある場合当該残高を記入する。
上表中、「拠出された負担金等（元金）」とは、指定果実出荷事業者から拠出された負担金、道府県並びに当協会
から補助された額をいう。



別添７－３（Ⅰの第２の１の（５）のイの（ア）及び（ウ）関係）

果実計画生産推進計画承認（変更承認）申請書

番 号

年 月 日

都道府県法人

理事長 殿

住 所

指定果実出荷事業者

代 表 者 氏 名 ,

貴協会の業務方法書 条に基づき、別紙のとおり果実計画生産推進計画の承認（変更承認）を申

請します。

（別紙）

果実計画生産推進計画

１ 計画的生産出荷の指導

（１）指定果実出荷事業者の総括表

名 称 所 在 地 代 表 者 名

（備考）構成員である指定果実出荷事業者数

うち申請に係る対象指定果実出荷事業者数

注）申請を行う指定果実出荷事業者の構成員である指定果実出荷事業者が実施する場合には、併せて

記入すること。

（２）措置の内容

ア 計画生産出荷指導の実施体制

確認、指導体制（フローチャート）

イ 事業費

指定果実出荷事業者 目標作成 計画実施 産地指導 事業費計 うち 備考

（構成員）名 状況確認 補給金

円 円 円 円 円

計



ウ 指定果実出荷事業者別計画（構成員である指定果実出荷事業者が実施する場合には、構成員

ごとに別葉とする。）

（ア）指定果実出荷事業者名

（イ）措置の概要

内 容 実施量 単価 事業費 負担区分 備考

項 目 (時期)

補給金 その他

円 円 円 円

計画的生産出荷指導

１ 生産出荷目標作成

２ 生産出荷計画実施

状況確認

３ 産地指導

計



２ 計画的生産の促進

（１）指定果実出荷事業者の総括表

名 称 所 在 地 代 表 者 名

（備考）構成員である指定果実出荷事業者数

うち申請に係る対象指定果実出荷事業者数

注）申請を行う指定果実出荷事業者の構成員である指定果実出荷事業者が実施する場合には、併せて

記入すること。

（２）事業の内容

ア 事業費計

指定果実出 事 業 費 う ち 補 給 金

荷事業者（ 推 進 費 実 施 費 推 進 費 実 施 費計 計 備考

構成員）名 全 摘 果 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 小 計 全 摘 果 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 小 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

計

イ 全摘果等対象面積

指定果実出 うち うち実施費助成対象面積

荷事業者 対象面積 推進費助成

(構成員)名 対象面積 合計 内 訳 備考

全摘果 ○○○ ○○○

ha ha ha ha

計



ウ 指定果実出荷事業者（構成員）別計画（農協等構成員ごとに別葉とする。）

（ア）指定果実出荷事業者名

（イ）全摘果等対象面積

うち うち実施費助成対象面積

対象面積 推進費助成

対象面積 合計 内 訳 備考

全摘果 ○○○ ○○○

ha ha ha ha

（ウ）措置の概要

内 容 実施量 単価 事業費 負担区分 備考

項 目 (時期)

補給金 その他

円 円 円 円

１ 計画生産推進

（うんしゅうみかん）

２ 計画生産実施

（１）全摘果

（２）間伐

（３）大枝切り

（４）半樹別全摘果

（りんご）

２ 計画生産実施

計



別添７－４（Ⅰの第２の１の（５）のウ関係）

果実計画生産推進補給金交付申請書

番 号

年 月 日

都道府県法人

理事長 殿

住 所

指定果実出荷事業者

代 表 者 氏 名 ,

貴協会の業務方法書 条に基づき、下記のとおり補給金の交付を申請します。

注）別紙「果実計画生産推進実績報告書」を添付するものとする。

記

１ 補給金交付額

今回交付額 円

前回迄交付額 円

残 高 円

計

２ 今回交付額内訳

面積又は数量 補給金交付額

円

１ うんしゅうみかん

（１）計画的生産出荷指導

（２）計画的生産促進 ha
ア 計画生産推進

イ 計画生産実施

（ア）全摘果

（イ）大枝切り

（ウ）間伐

（エ）半樹別全摘果

２ りんご

（１）計画的生産出荷指導

（２）計画的生産促進 ha
ア 計画生産推進

イ 計画生産実施

注）「面積又は数量」の欄には、補給金の交付対象となる面積又は数量を記入する。



（別紙）

果実計画生産推進実績報告書

別添７－３に準ずる。



別添７－５（Ⅰの第２の１の（６）関係）

果実計画生産推進事業実績報告書
番 号
年 月 日

公益財団法人 中央果実協会
理事長 殿

住 所
都道府県法人
理 事 長 ,

貴協会の業務方法書 条に基づき、下記のとおり果実計画生産推進事業の実績報告書を取りまと
めたので提出します。

記

（みかんの場合）

区 分 事 項 数量又は金額 摘 要

計画的生産出荷の指導 （１）指定果実出荷事業者数
（うち構成員 ）

（２）計画的生産出荷の指導実施面積
（３）補給金交付額

ア 生産出荷目標作成
イ 生産出荷計画実施状況確認
ウ 産地指導
エ 計

計画的生産の促進 （４）指定果実出荷事業者数
（うち構成員 ）

（５）計画的生産の実施面積
ア 計画摘果推進分
イ 園地別・樹別全摘果実施分
ウ 間伐実施分
エ 大枝切り実施分
オ 半樹別全摘果実施分
カ 計（イ～オの計）

（６）補給金交付額
ア 計画摘果推進分
イ 園地別・樹別全摘果実施分
ウ 間伐実施分
エ 大枝切り実施分
オ 半樹別全摘果実施分
カ 計

計 （７）交付準備金
ア 繰越金
イ 新規造成額
ウ 運用益

（８）補給金交付額((3)＋(6))
（９）交付準備金残額(（７）－（８）)



（りんごの場合）

区 分 事 項 数量又は金額 摘 要

計画的生産出荷の指導 （１）指定果実出荷事業者数
（うち構成員 ）

（２）計画的生産出荷の指導実施面積
（３）補給金交付額

ア 生産出荷目標作成
イ 生産出荷計画実施状況確認
ウ 産地指導
エ 計

計画的生産の促進 （４）指定果実出荷事業者数
（うち構成員 ）

（５）計画的生産の実施面積
ア 計画摘果推進分
イ 摘果実施分

（６）補給金交付額
ア 計画摘果推進分
イ 摘果実施分
ウ 計

計 （７）交付準備金
ア 繰越金
イ 新規造成額
ウ 運用益

（８）補給金交付額((3)＋(6))
（９）交付準備金残額(（7）－（8）)

注） １ 指定果実出荷事業者の構成員である指定果実出荷事業者が実施した場合には、併せて記入
すること。

２ 交付準備金額については金融機関の残高証明書を添付すること。
３ 別添７－４の別紙（別添７－３）を添付すること。



別添８－１（Ⅰの第２の２の（４）のアの（ア）関係）
全国緊急需給調整事業実施方針

番 号
年月日

指定法人
理事長 殿
都道府県果協
代表者氏名 殿

住 所
全 果 協
代表者氏名 ㊞

実施要綱別紙２のⅠの第２の２（４）ア（ア）に基づき、別紙により全国緊急需給調整
事業実施方針を通知します。

（別紙）
全国緊急需給調整事業実施方針

１ 対象とする品目に関する事項

品目名：

２ 発動に関する事項
（１）基本方針（事業実施期間の 4年間の基本的事項）
①発動の基本的な考え方

②対象期間の考え方

③数量配分の考え方

注）算定の考え方を記述。
④特定の規格の果実に関する事項

対象果実の規格 基本的な考え方

注）加工に仕向ける生果の規格を具体的に記述。
⑤推進体制に関する事項



指導方法 確認方法

注）確認方法は、選果場において対象果実を具体的に確認する方法を記述。

（２）実施方針（当該年の方針）
①発動要件に関する事項

発動要件 判断基準

注）発動要件の具体的な判断基準及び基本とするデータを記述。
②対象期間に関する事項

平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日

３ 都道府県別の対象とする果実の数量の配分に関する事項
（単位：トン）

都道府県名 適正生産量 予想収穫量 適正出荷量 配分数量

合 計

４ その他

注）その他緊急需給調整特別対策事業の実施に関し特に必要な事項があれば記述。



別添８－２（Ⅰの第２の２の（４）のアの（ウ）関係）
○○県緊急需給調整事業実施方針

番 号
年月日

指定果実出荷事業者
代表者氏名 殿
都道府県法人
理事長 殿

住 所
都道府県果協
代 表 者 氏 名 ㊞

実施要綱別紙２のⅠの第２の２（４）ア（ウ）に基づき、別紙により○○県緊急需給調
整事業実施方針を通知します。

（別紙）
○○県緊急需給調整事業実施方針

１ 対象とする品目に関する事項
対象品目名：

対象品目の規格 考え方

注）全果協で定めた『特定の規格の果実』の基準を参考にして対象品目の規格を記述。

２ 発動に関する事項
（１）推進体制に関する事項

指導方法 確認方法

注）確認方法は、選果場において対象果実を具体的に確認する方法を記述。

（２）対象期間に関する事項

対象期間 考え方

年 月 日～ 年 月 日

注）全果協で定めた対象期間内で都道府県において取り組み可能な期間を設定。

３ 指定果実出荷事業者別の対象とする果実の数量の配分に関する事項



（１）配分数量の考え方

注）算定の考え方を記述。

（２）指定果実出荷事業者別の緊急需給調整配分数量

指定果実出荷事業者名 適正生産量 予想収穫量 適正出荷量 配分数量
（ｔ） （ｔ） （ｔ） （ｋｇ）

合 計

４ その他

注）その他緊急需給調整特別対策事業の実施に関し特に必要な事項があれば記述。



別添８－３（Ⅰの第２の２の（４）のイの（ア）関係）
産地緊急需給調整事業実施計画承認申請書

番 号
年月日

都道府県法人
理事長 殿

住 所
指定果実出荷事業者
表 者 氏 名 ㊞

貴協会の業務方法書 条に基づき、別紙により産地緊急需給調整事業実施計画の承認
を申請します。

（別紙）
（指定果実出荷事業者名）緊急需給調整事業実施計画

１ 対象とする品目に関する事項
対象品目名：

対象果実の規格 考え方

注）全果協で定めた『特定の規格の果実』の基準を参考にして対象果実の規格を記述。

２ 指定果実出荷事業者に関する事項

指定果実出荷事業者名 所在地 代表者名

３ 推進体制に関する事項

対象 指導方法

注）選果場、生産者に対する指導方法を記述。他の指定果実出荷事業者と協力して実施す
る場合にはその旨を併せて記述。

４ 取組の実績の確認及び報告に関する事項

確認方法

報告手段

注）選果場段階で取組状況を確認する方法及び報告の手段を記述。



５ 選果場、加工工場の選定に関する事項

選果場、加工工場名 住 所

（選果場名）

（加工工場名）

注）①選果場、加工工場の選定には、指定果実出荷事業者が選定した選果場、加工工場の
名称、住所を記述。

②加工工場との調整が整っていることが分かる資料を添付。

６ 対象とする果実の数量に関する事項
（１）対象数量の考え方

注）算定の考え方を記述。

（２）選果場別の緊急需給調整対象数量に関する事項

選果場名等 適正生産量 予想収穫量 適正出荷量 対象数量 配分数量
（ｔ） （ｔ） （ｔ） （ｋｇ） （ｋｇ）

合 計

７ 緊急需給調整資金の拠出に関する事項

対象数量 負担金
（ｋｇ） （円）

８ その他

注）その他緊急需給調整特別対策事業の実施に関し特に必要な事項があれば記述。



別添８－４（Ⅰの第２の２の（４）のイの（イ）関係）

○○県緊急需給調整事業実施計画協議申請書

番 号
年月日

都道府県知事 殿
指定法人
理事長 殿

住 所
都道府県法人
理 事 長 ㊞

公益財団法人中央果実協会の業務方法書 条に基づき、別紙により○○県緊急需給調
整事業実施計画の協議を申請します。

（別紙）
○○県緊急需給調整事業実施計画

１ 対象とする品目に関する事項

品目名：

２ 指定果実出荷事業者に関する事項

指定果実出荷事業者名 所在地 代表者名

３ 推進体制に関する事項

指導方法

注）指定果実出荷事業者に対する指導方法を記述。

４ 取組の実績の確認及び報告に関する事項

確認方法

報告手段

注）指定果実出荷事業者が取組状況を確認する方法及び報告の手段を記述。



５ 対象となる果実の加工に係る選果場、加工工場の選定に関する事項

指定果実出荷事業者名 選果場、加工工場名 住 所

注）指定果実出荷事業者ごとに事業対象となった選果場及び加工工場を記述。

６ 対象とする果実の数量に関する事項

指定果実 適正生産量 予想収穫量 適正出荷量 対象数量 （参考）
出荷事業者名 （ｔ） （ｔ） （ｔ） （ｋｇ） 配分数量

（ｋｇ）

合 計

７ 緊急需給調整資金の拠出に関する事項

当該年緊急需給調整資金造成計画

指定果実出荷 指定法人 負担金 地方公共団体助成 合 計
事業者名 補助金 （円）

（円） 都道府県 市 町 村 （円）
（円） （円）

計

前年緊急需給調整資金残高

指定果実出荷 負担金 地方公共団体助成 合 計
事業者名 （円）

都道府県 市 町 村 （円）
（円） （円）

計



当該年緊急需給調整資金残高

指定果実出荷 負担金 地方公共団体助成 合 計
事業者名 （円）

都道府県 市 町 村 （円）
（円） （円）

計

８ その他

注）その他緊急需給調整特別対策事業の実施に関し特に必要な事項があれば記述。



別添８－５（Ⅰの第２の２の（５）のイ関係）
全国緊急需給調整発動通知

番 号
年月日

指定法人
理事長 殿
都道府県果協
代表者氏名 殿

住 所
全 果 協
代表者氏名 ㊞

実施要綱別紙２のⅠの第２の２（５）イに基づき、別紙により緊急需給調整特別対策事
業を実施することとしたので通知します。

（別紙）
全国緊急需給調整事業の発動

１ 実行する品目に関する事項

品目名：

２ 実行する期間に関する事項

平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日

３ 都道府県別の実行する果実の数量に関する事項

都道府県名 実行数量 実行数量の配分の考え方
（ｔ）

合 計



４ 取組の実績の確認及び報告に関する事項

確認方法

報告手段

注）取組状況を確認する方法及び報告の手段を記述。

５ その他

注）その他緊急需給調整特別対策事業の実施に関し特に必要な事項があれば記述。



別添８－６（Ⅰの第２の２の（５）のウ関係）
○○県緊急需給調整発動通知

番 号
年月日

指定果実出荷事業者
代表者氏名 殿
都道府県法人
理事長 殿

住 所
都道府県果協
代表者氏名 ㊞

実施要綱別紙２のⅠの第２の２（５）ウに基づき、別紙により緊急需給調整特別対策事
業を実施することとしたので通知します。

（別紙）
○○県緊急需給調整事業の発動

１ 実行する品目に関する事項

品目名：

２ 実行する期間に関する事項

年 月 日 ～ 年 月 日

３ 指定果実出荷事業者別の実行する果実の数量に関する事項

指定果実出荷事業者名 実行数量 実行数量の配分の考え方
（ｋｇ）

合 計



４ 取組の実績の確認及び報告に関する事項

確認方法

報告手段

注）取組状況を確認する方法及び報告の手段を記述。

５ その他

注）その他緊急需給調整特別対策事業の実施に関し特に必要な事項があれば記述。



別添８－７（Ⅰの第２の２の（８）のア関係）
産地調整実績報告

番 号
年月日

都道府県法人
理事長 殿

住 所
指定果実出荷事業者
代 表 者 氏 名 ㊞

貴協会の業務方法書 条に基づき、別紙により産地調整実績を報告します。

（別紙）
（指定果実出荷事業者名）調整実績報告

１ 対象とする品目に関する事項
対象品目名：

２ 指定果実出荷事業者に関する事項

指定果実出荷事業者名 所在地 代表者名

３ 緊急需給調整加工仕向量の実績に関する事項

選果場名等 加工仕向量実績 （参考）
（ｋｇ） 実行数量（ｋｇ）

合 計

注）加工仕向量実績と確認した資料を添付。（指定果実出荷事業者単位でも可。）

４ 緊急需給調整資金の拠出実績に関する事項

対象数量 負担金
（ｋｇ） （円）

５ その他

注）その他緊急需給調整特別対策事業の実施に関し特に必要な事項があれば記述。



別添８－８（Ⅰの第２の２の（８）のイ関係）
○○県調整実績報告

番 号
年月日

都道府県知事 殿
指定法人
理事長 殿

住 所
都道府県法人
理 事 長 ㊞

公益財団法人中央果実協会の業務方法書 条に基づき、別紙により○○県緊急需給調
整実績を報告します。

（別紙）
○○県調整実績報告

１ 対象とする品目に関する事項
対象品目：

２ 指定果実出荷事業者に関する事項

指定果実出荷事業者名 所在地 代表者名

３ 緊急需給調整加工仕向量の実績に関する事項

指定果実出荷事業者名 加工仕向量実績 （参考）
（ｋｇ） 実行数量（ｋｇ）

合 計

注）加工仕向量実績を確認した資料を添付。

４ 緊急需給調整資金の造成実績に関する事項

当該年緊急需給調整資金造成額

指定果実出荷 負担金 地方公共団体助成 合 計
事業者名 （円）

都道府県 市 町 村 （円）
（円） （円）

計



当該年緊急需給調整資金実績額

指定果実出荷 指定法人 負担金 地方公共団体助成 合 計
事業者名 補助金 （円）

（円） 都道府県 市 町 村 （円）
（円） （円）

計

当該年緊急需給調整資金残高

指定果実出荷 負担金 地方公共団体助成 合 計
事業者名 （円）

都道府県 市 町 村 （円）
（円） （円）

計

５ その他

注）その他緊急需給調整特別対策事業の実施に関し特に必要な事項があれば記述。
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